
～平成29年度交付決定額： 55,925 千円 平成30年度申請額： 19,664 千円

 7 実施計画における目標と期待される効果 別紙①のとおり

 10 その他事業（自主財源、民間団体、他省庁等からの補助（支援）を予定している事業など）

 9 その他計画実施により想定される効果（定性的な効果を記載）

 12 担当部局

国指定文化財の件数で、京都市・奈良市に次いで全国第３位をほこる大津市にとって、比叡山延暦寺は世界文化遺
産として世界に誇る文化財であるとともに、山麓の坂本の伝統的建造物群保存地区や日吉大社、西教寺と相まって
市内屈指の文化・観光スポットであり、隣接するおごと温泉と一体となった多くの観光客を集めている。延暦寺・
坂本への観光客の増加は、大津市全体の観光客増につながる、起爆剤でもある。

「歴史文化基本構想」の策定に向けて、平成２７・２８年度の２カ年で文化遺産のリスト及びマッピングを実施し
（市の単独予算）、平成２９～３１年度の３カ年で、国庫補助事業により歴史文化基本構想の策定を目指す。引き
続き、平成３２年度に「歴史的風致維持向上計画」の認定を申請する予定である。

地方公共団体
担当部局課

大津市教育委員会文化財保護課

 11 「歴史文化基本構想」の策定や「歴史的風致維持向上計画」の作成・認定に向けた計画の見込等

文化遺産総合活用推進事業 実施計画

滋賀県大津市  2 補助事業の種類 1 都道府県・市区町村名

本事業については、大津市が全体計画の企画、調整、事業の指導を行う。
教育委員会文化財保護課：文化財に関する情報の提供等
産業観光部観光振興課：観光業務に関する連携等

また、補助事業は次の団体が実施する
比叡山坂本活性化事業実行委員会（会長：谷 正男）
構成団体（坂本学区自治連合会、坂本観光協会、坂本学区まちづくり協議会、おごと温泉観光協会、公益社団

法人 びわ湖大津観光協会、比叡山延暦寺、山王総本宮 日吉大社、天台真盛宗総本山 西教寺）

 3 実施計画の名称

 4 実施計画期間

 6 実施体制

 5 実施計画の概要

大津市総合計画（平成29年度策定）及び大津市都市計画マスタープラン（平成29年度策定）、大津市第2期観光交
流基本計画（平成29年度策定）を踏まえ、世界文化遺産比叡山延暦寺およびその山麓の文化遺産を活性化し次世代
へ継承するため、以下の取組みを実施する。また、計画期間中、以下の取組みを通じて、行政と民間団体による連
携・協力体制の確立を目指す。

世界文化遺産活性化

平成 29 年度 ～ 平成

大津市世界文化遺産活性化事業
【計画の改善時期】

平成   年度

事業概要：

事業概要：

事業概要：

（2）実施事業の概要 別紙②のとおり

（1）補助金額 8 補助事業の概要

33 年度

様式１－１



42%

年度

3,257 千人 千人 千人 千人 千人 千人

過去３か年の平均伸び率から、年0.6％増を目標とする。

進捗状況１： 各年度、状況値、目標に対する達成率

平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34

設定根拠１：

7 実施計画における目標と期待される効果 別紙

目標区分１： 地域の文化資源を活用した集客・交流

評価指標区分１： その他 （具体的な指標は次のとおり）

具体的な指標１：
延暦寺の所在する雄琴・坂本地区への観光客の入りこ
み数

関連事業: 事業①～⑥

目標値１： ⇒【現状値】 平成 26 年度 【目標値】3,145 千人 平成 33 年度 3,413 千人

様式１－１別紙①



名 名

平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度

名 名 名 名

～ 平成 33 年度

事業概要： 今年度は実施しない。

評価指標区分： ・その他 （具体的な指標は次のとおり）

33 年度 平成 34

具体的な指標： 坂本観光案内所の外国人問い合せ件数

目標値： 【現状値】 平成 28 年度 838 名 ⇒ 【目標値】 平成 33 年度 1,400 名

進捗状況： 各年度、状況値、目標に対する達成率

年度平成 32 年度 平成

2 名 名 名 名 名 名

0%

事業③： 訪日外国人への情報発信事業 実施団体： 比叡山坂本活性化事業実行委員会

事業区分： 情報発信 事業期間： 平成 29 年度

進捗状況： 各年度、状況値、目標に対する達成率

平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度

総合的な広報パンフレットを作成し、「古都京都の文化財」の紹介と構成文化財のひとつであ
る比叡山延暦寺の理解を深めるとともに、世界文化遺産の活性化につなげる。今年度は、古建
築を中心としたパンフレットを作成する。

評価指標区分： ・その他 （具体的な指標は次のとおり）

具体的な指標：
巻末に掲載内容に関するアンケートを回収して、「たいへんよい」「よい」「ふつう」「あま
りよくない」「まったくよくない」の5択で、「たいへんよい」「よい」の回答の累計。あわせ
て世界遺産の価値が伝わったかどうかについてのヒアリングを実施し、効果検証を行なう。

目標値： 【現状値】 平成 28 年度 0 名 ⇒ 【目標値】 平成 33 年度 1,000 名

事業概要：

33 年度 20,000 回

33 年度 平成 34 年度31 年度 平成 32 年度 平成

「世界文化遺産 比叡山延暦寺」パンフレット
製作業務

実施団体： 比叡山坂本活性化事業実行委員会

進捗状況： 各年度、状況値、目標に対する達成率

平成 29 年度 平成 30 年度 平成

⇒

事業区分： 情報発信 事業期間： 平成 29 年度 ～ 平成 33 年度

回

9%

回 回 回1,830 回 回

事業②：

 8（2）実施事業の概要 別紙

事業①：
「世界文化遺産 比叡山延暦寺」映像資料作成
事業

実施団体： 比叡山坂本活性化事業実行委員会

評価指標区分：
・コンテンツダウンロード数（掲載ＨＰや動画共有サイトでの
再生回数等）

（具体的な指標は次のとおり）

具体的な指標： 比叡山坂本活性化実行委員会のホームページ「比叡山坂本サンポ」での再生回数

目標値：

～ 平成 33 年度

事業概要：
世界遺産「古都京都の文化財」と「比叡山延暦寺」を紹介し、世界文化遺産の活性化と理解に
繋げることを目的に映像資料を作成。平成29年度に製作した映像資料の外国語版を作成し、さ
らにそのダイジェスト版を製作する。

事業区分： 情報発信 事業期間： 平成 29 年度

【現状値】 平成 28 年度 0 回 【目標値】 平成

様式１－１別紙②



30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成

529,200 名 名 名 名 名 名

68%

事業概要：
比叡山延暦寺の門前町坂本において、世界文化遺産「古都京都の文化財」とその一部である比
叡山延暦寺の魅力を写真とコピーで伝え、平成２９年度に作成した映像資料を放映する。ま
た、東京にてフォーラムを開催する。

評価指標区分： ・その他 （具体的な指標は次のとおり）

33 年度 平成 34

具体的な指標： 延暦寺来場者数（大津市集計データ）

目標値： 【現状値】 平成 28 年度 485,400 名 ⇒ 【目標値】 平成 33 年度 550,000 名

進捗状況： 各年度、状況値、目標に対する達成率

年度平成 29 年度 平成

事業区分： 普及啓発 事業期間： 平成 29 年度 ～ 平成 33 年度

4,372 名 名 名 名

名 ⇒ 【目標値】 平成 33 年度

30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成

事業⑥： 世界文化遺産比叡山延暦寺への誘い展 実施団体： 比叡山坂本活性化事業実行委員会

25 年度 ～ 平成 33 年度

名 名

64%

事業概要：
ボランティアガイドを養成し、世界遺産「古都京都の文化財」とその一つとして登録された比
叡山延暦寺、そして門前町坂本の魅力を来訪者に伝える。今年度は次世代継承を目的に中・高
校生ガイドを養成していく。

評価指標区分： ・ボランティアガイド利用者数 （具体的な指標は次のとおり）

33 年度 平成 34

具体的な指標： ボランティアガイド養成講座修了者がガイドした観光客の総数

目標値： 【現状値】 平成 28 年度 1,441

21%

6,000 名

進捗状況： 各年度、状況値、目標に対する達成率

年度平成 29 年度 平成

30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成

事業⑤： 観光ボランティアガイドの養成継続事業 実施団体： 比叡山坂本活性化事業実行委員会

事業区分： 人材育成 事業期間： 平成

2,000 回

進捗状況： 各年度、状況値、目標に対する達成率

年度平成 29 年度 平成

423 回 回 回 回 回 回

事業概要：
平成27年度、平成30年度制作の「外国語版ＤＶＤ」をホームページおよびでYOU Tubeによっ
て、全世界に発信。

評価指標区分：
・コンテンツダウンロード数（掲載ＨＰや動画共有サイトでの
再生回数等）

（具体的な指標は次のとおり）

33 年度 平成 34

具体的な指標： 比叡山坂本活性化実行委員会のホームページ「比叡山坂本サンポ」での再生回数

目標値： 【現状値】 平成 28 年度 0 回 ⇒ 【目標値】 平成 33 年度

事業④： 外国人向け映像発信事業 実施団体： 比叡山坂本活性化事業実行委員会

事業区分： 情報発信 事業期間： 平成 29 年度 ～ 平成 33 年度


